
 

 令和５年度 

財 務 省 

法 人 企 業 統 計 調 査 

年次別調査票（Ａ） 

記入要領 

（銀行業用）  

 

調査票を記入する前に…必ずお読みください。また、「調査票の記入例」を

挿入していますので、そちらもご覧ください。 

調査票の提出は…ぜひオンライン提出をご利用ください。 

ご不明な点は…33ページ記載の財務省又は管轄の各財務（支）局の経済調査

課（沖縄県内は沖縄総合事務局の経済調査室）又は各財務事務所、小樽出張所

及び北見出張所の財務課にお問い合わせください。 

調査票の秘密は…当局の責任において厳重に保持し、統計目的以外に用いる

ことはありません。 

 提出期限は…次のとおりです。 

上期調査  令和６年１月10日 

下期調査  令和６年７月10日 

 

オンライン提出の窓口は以下のとおりです。 

    ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ．ｅ‐ｓｕｒｖｅｙ．ｇｏ．ｊｐ/ 

 

 

 

２ページをご覧いただき、貴社の業種が「銀行業（業種コード：91）」以外に該

当する場合、調査票の様式が異なりますので、大変お手数ではございますが、管轄

の財務局（財務支局）又は財務事務所（出張所）までご一報いただければ、再送さ

せていただきます。連絡先は33ページをご参照ください。 

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。
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調査票の記入例 
法人企業統計調査年次別調査（Ａ） 

～ 注意事項 ～ 
 

 

 

消費税については、決算時において貴社が選択している経理処理（税抜経理また

は税込経理）で記入してください。 

この調査は本決算の数値を記入していただくものです。本決算が年１回の場合は

１年間の数値を記入してください。（四半期決算や中間決算の数値ではありませ

ん。） 

 

 

 

 

調査票の構成  

 調査票の構成は次のとおりです。 

  一般的事項・・・・・・・・・法人情報を記入してください。 

資産・負債及び純資産・・・・貸借対照表等を基に記入してください。 

損益・・・・・・・・・・・・損益計算書等を基に記入してください。 

剰余金の配当・・・・・・・・剰余金の配当の状況を15～16ページを参考に記入 

してください。 

減価償却費・・・・・・・・・損益計算書等を基に記入してください。 

費用・・・・・・・・・・・・損益計算書等を基に記入してください。 

  役員・従業員数・・・・・・・給与の支給があった人数を17～20ページを参考に

記入してください。 

  店舗数・・・・・・・・・・・本店も含まれますので、必ず１店舗以上の数値を

記入してください。 
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よくあるご質問（Ｑ＆Ａ） 
 

 

Ｑ１.連結決算を組んでいる場合は、連結決算の数値を記入すればいいのでし 

ょうか。 

 

Ａ１.連結決算ではなく、単体決算の数値をご記入ください。 

 

 

Ｑ２.小数点以下の数字の記載はどのようにすればいいのでしょうか。 

 

Ａ２.小数点以下は切り捨ててご記入ください。（例えば「2.6」の場合は「2」 

とご記入ください。） 

 

 

Ｑ３.小数点以下を切り捨てた場合、「０」になってしまうのですが…。 

 

Ａ３.その場合は「０」とご記入ください。 

 

  

Ｑ４.小数点以下を切り捨てた結果、決算書等の数字と資産の合計欄 

（（17）「資産合計」、（39）「負債及び純資産合計」）の数字が一致しなくなる 

のですが…。 

 

Ａ４.端数の関係で決算書等の数字が資産の合計欄と一致しない場合は、 

（8）「その他資産」、もしくは（25）「その他負債」の数字を調整し、合計欄 

が決算書等と一致するようにしてください。 

 

 

Ｑ５.小数点以下を切り捨てた結果、決算書等の数字と損益の欄（（54）経常利 

益、（57）税引前当期純利益、（60）当期純利益）の数字が一致しなくなるの 

ですが…。 

 

Ａ５.端数の関係で損益の差し引き額が一致しない場合は、端数処理後のもので 

 差し引きの数字を計算してください。（その結果、決算書等の数字と若干違う 

ことになっても結構です。） 
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（A）銀行業 折込

（第二号様式）

　　

66役 員 賞 与

従 業 員 賞 与

項 目

85

119

人 員

17

16

金 額

百万円

2

95
15

64

73

392
67

1

81

人

(54+55-56)

６．
金 額

番
号

減 価 償 却 費

70

福 利 厚 生 費

72

71

8. 役員・従業員数
番
号

租 税 公 課

期 中 平 均 役 員 数

69

自 己 株 式

37
471

そ の 他

3

剰余金の配当５ .

(57-58-59)

株

主

資

本

16

◆

33

03

725

11

資 本 金

△　　

751

50

10

650

107

53

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

純

資

産

576

80

10

758

1,131

163,893

9

166,215

576

有 価 証 券

支 払 承 諾

特 別 法 上 の 準 備 金

05

114

727

3,367

1,140

剰
余
金

資
本

外 国 為 替

4,713

7

貸 出 金

8

6

前 期 決 算 期
月

4,063

45,371

当 期 決 算 期

1,480

594
信 託 勘 定 借

年

46,846

518

年 月

02

14,951

項 目

2,568

5

7,607

預 金 等

8,892

09

社 債

そ の 他 負 債

2,558

2

4.

資
産

無
形
固
定

支 払 承 諾 見 返

資
産

有
形
固
定

資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

繰 延 税 金 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア を 除 く
無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

168
51

特 定 取 引 費 用

そ の 他 業 務 費 用

3,733

資 金 調 達 費 用

45

従 業 員 給 与

68
152

特 別 減 価 償 却 費

63

46

47

百万円

役 務 取 引 等 費 用 49

55
31

54

動 産 ・ 不 動 産 賃 借 料

52 項 目

店 舗 数

211

24

112

特 別 利 益

経 常 利 益

25

法 人 税 等 調 整 額

60

税 引 前 当 期 純 利 益

56

57

59

当 期 純 利 益

19

内容確認　　（記入しないで下さい。）

7

配 当 金

8

62

61

14

百万円

14

14

照会の有無中 間 配 当 額

負 債 及 び 純 資 産 合 計 ■ 番
号項 目

11

(40-47)

法人税、住民税及び事業
税

新 株 予 約 権

特 別 損 失

166,215163,893
◆

0

504

385

△　　 31△　　 26
36

34

35

38

資 本 準 備 金

3,100利 益 準 備 金

剰
余
金

そ
の
他
利
益

その他資本剰余金

積 立 金

24

28

27

25

39

繰 延 税 金 負 債

引 当 金 26

30

29
120

3,581

76

15

14

12

32

31
1,348

■

13

△　　

17

利

益
剰
余

金
繰 越 利益 剰 余金

2,200

3,581

196

1,348

251

3,947

888

0

230

2,200

07

196

3,367

0

08

1

土 地

1,483

82,191

1,429

133,052

4,388

3,725

2,589

1,186

243

3

8,850

特 定 取 引 資 産 ・ 商 品 有 価 証 券

コ ー ル ロ ー ン 、 買 現 先 勘 定 等

250

06

908

外 国 為 替

金 銭 の 信 託

そ の 他 資 産

48

3,654
そ の 他 業 務 収 益

現 金 預 け 金 等

4 借 用 金

1
百万円

役 務 取 引 等 収 益

42

41

信 託 報 酬

当 期 決 算 期

百万円

月

前 期 決 算 期

減 価 償 却 費

2,936

７．

12

1,450

291

170

51

18

3,944

20

百万円

130,740

特 定 取 引 収 益

資 金 運 用 収 益
年 年

番
号 月

43

22
202

項 目

40経 常 収 益

月

当　　　　　期

損 益

月～ )
項 目

番
号 (

7,123

役 員 給 与

費 用

65

番
号項 目

11
百万円

446

3. 資産・負債及び純資産

19

百万円

項 目
番
号

15,717
18

コ ー ル マ ネ ー 、 売 現 先 勘 定 等

04

資 産 負 債 及 び 純 資 産

3,050
特 定 取 引 負 債

23
82,653

21

3,100

388

58

44

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

1,188

18

店 舗 数

6  　　     店

照会の番号 1 2

備考

4 65

期 中 平 均 従 業 員 数

9

74営 業 店 舗 数

番
号

金 額

13

193

218

財務銀行　株式会社　　御中

そ の 他

合 計
3,944

月、 月

業 種 コ ー ド 最 近 決 算 期 1 年 間 の 経 常 収 益

91
百万円

01

3,944

決 算 期 年1回 3 月 年2回

貴社の消費税の経理処理方法

税抜き：１ ○ 税込み：２

経 常 収 益

氏　名

所属部課
カナ

漢字

カナ

漢字

03 -

記 入 担 当 者

3581 - 4111

2.

-

法 人 の 名 称
カナ ザイムギンコウ　カブシキガイシャ

漢字 財務銀行　株式会社

本店又は主たる事務所
の 所 在 地 漢字

法人
番号

チヨダク　　カスミガセキ

8940〒 100
〒 -

 千代田区　　文京区
 霞が関３－１－１　　湯島４－６－１５

電　話

-

5842

03

 ホウジン　タロウ　　　キギョウ　ジロウ 内線

電話

3581

-

1. 法 人 名 、 所 在 地 等

千代田区　霞が関　３－１－１

調査票の記入例

 　100  　8940

　113 　8553

カナ

 法人　太郎　　　企業　次郎 5325

　　　　3214

7013 ソウムブ　　　 ケイリカ　　カイケイセンター

 総務部　 経理課　会計センター 4111

こちらには登
記簿上の所在
地を記入し、連
絡先を記入しな
いでください。

この調査票を実
際に作成した方の
所属部課、氏名及
び電話番号を記入
してください。

消費税の経理処理方法について、該当する
欄に○を記入してください。

紙面による調査票の場合は、１や２の数字で
はなく○を記入してください。

オンラインによる調査票の場合は、１又は２を
入力してください。

当期の決算期末からさかのぼって１年間の
経常収益を記入してください。

（経常利益ではございませんので、ご注意く
ださい。）

その他、特殊事項についてはこちらに記入してくだ
さい。

（例）
・子会社から給与が支給されている出向役員２名あ
り。
・パート職員500名を、正社員の就業時間で換算して
230名とした。
・当社は○月○日に△△株式会社を吸収合併した。
・当社は○月○日に減資を行った。

一致します

一致します

（調査項目に付された番号は、記入要領の番号に対応しています。）

62 「配当金」は、中間配当額を除いた金額を記入
してください。

※資産の各項目や負債及び純資産の各項目を合計した結果、端数の関
係で合計欄の数値と一致しない場合は、資産は⑧「その他資産」、負債及
び純資産は㉕「その他負債」の数字を調整し、各項目の合計額と合計欄
の数値が一致するようにしてください。

常時職員が在籍し営業活動を行っている店舗
の総数を記入してください。なお、営業店舗数に
は本店も含まれるため、必ず１店舗以上になり
ますのでご注意ください。

「行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律」（平成25年法
律第27号）に基づき、国税庁から指定された13
桁の法人番号を記入してください。

各項目の記入要領詳細はP8～「記入上の注意」よりご確認ください。

（記入要領 P9～）

（記入要領 P8）

（記入要領 P13～）

（記入要領 P15～）

（記入要領 P16）

（記入要領 P16～）

（記入要領 P17～）

（記入要領 P18）

繰越利益剰余金は㉝「利益準備金」
には含めずに、㉟「繰越利益剰余金」
に記載してください。

（記入要領 P8～）

特に単位誤り、桁誤りが多い項目なので
注意して記入してください。

年1回決算法人の場合一致します。

減価償却累計額
控除後の計数を記
入してください。

資産合計と各項
目の合計が合わ
ない場合には、こ
こで資産合計と合
うように調整してく
ださい。

負債及び純資産合計と各項目の合計が合
わない場合には、ここで負債及び純資産合
計と合うように調整してください。

特別法により準備金（引当金）計上が強制
されている、金融商品取引責任準備金等に
ついて記入してください。

なお、租税特別措置法上の準備金につい
ては、㉞「積立金」に記入してください。

決算期を記入してください。なお、ここで記入
するのは本決算ですので、四半期決算や中間
決算を含めないでください。

例えば、中間決算が９月、本決算が３月の場
合は、記入例のとおり、年１回の欄に「３」月と
記入することになります。

特に単位誤り、桁誤りが
多い項目なので注意して
記入してください。

給与支給の月平均人員を記入してください。なお、無
給の従業員は人数にカウントしませんので注意してく
ださい。期中平均従業員数の算出方法や出向者の取
扱いについては、記入要領の19～20ページに具体例
を示しましたので、ご確認ください。

役員とは、会社法上の役員（執行役員は含まれませ
ん）を指します。

役員数は、給与を支給した人数を記入してください。
なお、無給の役員は人数にカウントしませんので注意
してください。

連絡先に変更が
あった場合には「本
店の所在地」の欄で
はなく、こちらを訂正
してください。
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外 国 為 替

4,713

7

貸 出 金

8

6

前 期 決 算 期
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有
形
固
定

資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

繰 延 税 金 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア を 除 く
無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

168
51

特 定 取 引 費 用

そ の 他 業 務 費 用

3,733

資 金 調 達 費 用

45

従 業 員 給 与

68
152

特 別 減 価 償 却 費

63

46

47

百万円

役 務 取 引 等 費 用 49

55
31

54

動 産 ・ 不 動 産 賃 借 料

52 項 目

店 舗 数

211

24

112

特 別 利 益

経 常 利 益

25

法 人 税 等 調 整 額

60

税 引 前 当 期 純 利 益

56

57

59

当 期 純 利 益

19

内容確認　　（記入しないで下さい。）

7

配 当 金

8

62

61

14

百万円

14

14

照会の有無中 間 配 当 額

負 債 及 び 純 資 産 合 計 ■ 番
号項 目

11

(40-47)

法人税、住民税及び事業
税

新 株 予 約 権

特 別 損 失

166,215163,893
◆

0

504

385

△　　 31△　　 26
36

34

35

38

資 本 準 備 金

3,100利 益 準 備 金

剰
余
金

そ
の
他
利
益

その他資本剰余金

積 立 金

24

28

27

25

39

繰 延 税 金 負 債

引 当 金 26

30

29
120

3,581

76

15

14

12

32

31
1,348

■

13

△　　

17

利

益
剰
余

金
繰 越 利益 剰 余金

2,200

3,581

196

1,348

251

3,947

888

0

230

2,200

07

196

3,367

0

08

1

土 地

1,483

82,191

1,429

133,052

4,388

3,725

2,589

1,186

243

3

8,850

特 定 取 引 資 産 ・ 商 品 有 価 証 券

コ ー ル ロ ー ン 、 買 現 先 勘 定 等

250

06

908

外 国 為 替

金 銭 の 信 託

そ の 他 資 産

48

3,654
そ の 他 業 務 収 益

現 金 預 け 金 等

4 借 用 金

1
百万円

役 務 取 引 等 収 益

42

41

信 託 報 酬

当 期 決 算 期

百万円

月

前 期 決 算 期

減 価 償 却 費

2,936

７．

12

1,450

291

170

51

18

3,944

20

百万円

130,740

特 定 取 引 収 益

資 金 運 用 収 益
年 年

番
号 月

43

22
202

項 目

40経 常 収 益

月

当　　　　　期

損 益

月～ )
項 目

番
号 (

7,123

役 員 給 与

費 用

65

番
号項 目

11
百万円

446

3. 資産・負債及び純資産

19

百万円

項 目
番
号

15,717
18

コ ー ル マ ネ ー 、 売 現 先 勘 定 等

04

資 産 負 債 及 び 純 資 産

3,050
特 定 取 引 負 債

23
82,653

21

3,100

388

58

44

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

1,188

18

店 舗 数

6  　　     店

照会の番号 1 2

備考

4 65

期 中 平 均 従 業 員 数

9

74営 業 店 舗 数

番
号

金 額

13

193

218

財務銀行　株式会社　　御中

そ の 他

合 計
3,944

月、 月

業 種 コ ー ド 最 近 決 算 期 1 年 間 の 経 常 収 益

91
百万円

01

3,944

決 算 期 年1回 3 月 年2回

貴社の消費税の経理処理方法

税抜き：１ ○ 税込み：２

経 常 収 益

氏　名

所属部課
カナ

漢字

カナ

漢字

03 -

記 入 担 当 者

3581 - 4111

2.

-

法 人 の 名 称
カナ ザイムギンコウ　カブシキガイシャ

漢字 財務銀行　株式会社

本店又は主たる事務所
の 所 在 地 漢字

法人
番号

チヨダク　　カスミガセキ

8940〒 100
〒 -

 千代田区　　文京区
 霞が関３－１－１　　湯島４－６－１５

電　話

-

5842

03

 ホウジン　タロウ　　　キギョウ　ジロウ 内線

電話

3581

-

1. 法 人 名 、 所 在 地 等

千代田区　霞が関　３－１－１

調査票の記入例

 　100  　8940

　113 　8553

カナ

 法人　太郎　　　企業　次郎 5325

　　　　3214

7013 ソウムブ　　　 ケイリカ　　カイケイセンター

 総務部　 経理課　会計センター 4111

こちらには登
記簿上の所在
地を記入し、連
絡先を記入しな
いでください。

この調査票を実
際に作成した方の
所属部課、氏名及
び電話番号を記入
してください。

消費税の経理処理方法について、該当する
欄に○を記入してください。

紙面による調査票の場合は、１や２の数字で
はなく○を記入してください。

オンラインによる調査票の場合は、１又は２を
入力してください。

当期の決算期末からさかのぼって１年間の
経常収益を記入してください。

（経常利益ではございませんので、ご注意く
ださい。）

その他、特殊事項についてはこちらに記入してくだ
さい。

（例）
・子会社から給与が支給されている出向役員２名あ
り。
・パート職員500名を、正社員の就業時間で換算して
230名とした。
・当社は○月○日に△△株式会社を吸収合併した。
・当社は○月○日に減資を行った。

一致します

一致します

（調査項目に付された番号は、記入要領の番号に対応しています。）

62 「配当金」は、中間配当額を除いた金額を記入
してください。

※資産の各項目や負債及び純資産の各項目を合計した結果、端数の関
係で合計欄の数値と一致しない場合は、資産は⑧「その他資産」、負債及
び純資産は㉕「その他負債」の数字を調整し、各項目の合計額と合計欄
の数値が一致するようにしてください。

常時職員が在籍し営業活動を行っている店舗
の総数を記入してください。なお、営業店舗数に
は本店も含まれるため、必ず１店舗以上になり
ますのでご注意ください。

「行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律」（平成25年法
律第27号）に基づき、国税庁から指定された13
桁の法人番号を記入してください。

各項目の記入要領詳細はP8～「記入上の注意」よりご確認ください。

（記入要領 P9～）

（記入要領 P8）

（記入要領 P13～）

（記入要領 P15～）

（記入要領 P16）

（記入要領 P16～）

（記入要領 P17～）

（記入要領 P18）

繰越利益剰余金は㉝「利益準備金」
には含めずに、㉟「繰越利益剰余金」
に記載してください。

（記入要領 P8～）

特に単位誤り、桁誤りが多い項目なので
注意して記入してください。

年1回決算法人の場合一致します。

減価償却累計額
控除後の計数を記
入してください。

資産合計と各項
目の合計が合わ
ない場合には、こ
こで資産合計と合
うように調整してく
ださい。

負債及び純資産合計と各項目の合計が合
わない場合には、ここで負債及び純資産合
計と合うように調整してください。

特別法により準備金（引当金）計上が強制
されている、金融商品取引責任準備金等に
ついて記入してください。

なお、租税特別措置法上の準備金につい
ては、㉞「積立金」に記入してください。

決算期を記入してください。なお、ここで記入
するのは本決算ですので、四半期決算や中間
決算を含めないでください。

例えば、中間決算が９月、本決算が３月の場
合は、記入例のとおり、年１回の欄に「３」月と
記入することになります。

特に単位誤り、桁誤りが
多い項目なので注意して
記入してください。

給与支給の月平均人員を記入してください。なお、無
給の従業員は人数にカウントしませんので注意してく
ださい。期中平均従業員数の算出方法や出向者の取
扱いについては、記入要領の19～20ページに具体例
を示しましたので、ご確認ください。

役員とは、会社法上の役員（執行役員は含まれませ
ん）を指します。

役員数は、給与を支給した人数を記入してください。
なお、無給の役員は人数にカウントしませんので注意
してください。

連絡先に変更が
あった場合には「本
店の所在地」の欄で
はなく、こちらを訂正
してください。

-7- （銀行業用）

（第二号様式）

　　

66役 員 賞 与

従 業 員 賞 与

項 目

85

119

人 員

17

16

金 額

百万円

2

95
15

64

73

392
67

1

81

人

(54+55-56)

６．
金 額

番
号

減 価 償 却 費

70

福 利 厚 生 費

72

71

8. 役員・従業員数
番
号

租 税 公 課

期 中 平 均 役 員 数

69

自 己 株 式

37
471

そ の 他

3

剰余金の配当５ .

(57-58-59)

株

主

資

本

16

◆

33

03

725

11

資 本 金

△　　

751

50

10

650

107

53

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

純

資

産

576

80

10

758

1,131

163,893

9

166,215

576

有 価 証 券

支 払 承 諾

特 別 法 上 の 準 備 金

05

114

727

3,367

1,140

剰
余
金

資
本

外 国 為 替

4,713

7

貸 出 金

8

6

前 期 決 算 期
月

4,063

45,371

当 期 決 算 期

1,480

594
信 託 勘 定 借

年

46,846

518

年 月

02

14,951

項 目

2,568

5

7,607

預 金 等

8,892

09

社 債

そ の 他 負 債

2,558

2

4.

資
産

無
形
固
定

支 払 承 諾 見 返

資
産

有
形
固
定

資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

繰 延 税 金 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア を 除 く
無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

168
51

特 定 取 引 費 用

そ の 他 業 務 費 用

3,733

資 金 調 達 費 用

45

従 業 員 給 与

68
152

特 別 減 価 償 却 費

63

46

47

百万円

役 務 取 引 等 費 用 49

55
31

54

動 産 ・ 不 動 産 賃 借 料

52 項 目

店 舗 数

211

24

112

特 別 利 益

経 常 利 益

25

法 人 税 等 調 整 額

60

税 引 前 当 期 純 利 益

56

57

59

当 期 純 利 益

19

内容確認　　（記入しないで下さい。）

7

配 当 金

8

62

61

14

百万円

14

14

照会の有無中 間 配 当 額

負 債 及 び 純 資 産 合 計 ■ 番
号項 目

11

(40-47)

法人税、住民税及び事業
税

新 株 予 約 権

特 別 損 失

166,215163,893
◆

0

504

385

△　　 31△　　 26
36

34

35

38

資 本 準 備 金

3,100利 益 準 備 金

剰
余
金

そ
の
他
利
益

その他資本剰余金

積 立 金

24

28

27

25

39

繰 延 税 金 負 債

引 当 金 26

30

29
120

3,581

76

15

14

12

32

31
1,348

■

13

△　　

17

利

益
剰
余

金
繰 越 利益 剰 余金

2,200

3,581

196

1,348

251

3,947

888

0

230

2,200

07

196

3,367

0

08

1

土 地

1,483

82,191

1,429

133,052

4,388

3,725

2,589

1,186

243

3

8,850

特 定 取 引 資 産 ・ 商 品 有 価 証 券

コ ー ル ロ ー ン 、 買 現 先 勘 定 等

250

06

908

外 国 為 替

金 銭 の 信 託

そ の 他 資 産

48

3,654
そ の 他 業 務 収 益

現 金 預 け 金 等

4 借 用 金

1
百万円

役 務 取 引 等 収 益

42

41

信 託 報 酬

当 期 決 算 期

百万円

月

前 期 決 算 期

減 価 償 却 費

2,936

７．

12

1,450

291

170

51

18

3,944

20

百万円

130,740

特 定 取 引 収 益

資 金 運 用 収 益
年 年

番
号 月

43

22
202

項 目

40経 常 収 益

月

当　　　　　期

損 益

月～ )
項 目

番
号 (

7,123

役 員 給 与

費 用

65

番
号項 目

11
百万円

446

3. 資産・負債及び純資産

19

百万円

項 目
番
号

15,717
18

コ ー ル マ ネ ー 、 売 現 先 勘 定 等

04

資 産 負 債 及 び 純 資 産

3,050
特 定 取 引 負 債

23
82,653

21

3,100

388

58

44

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

1,188

18

店 舗 数

6  　　     店

照会の番号 1 2

備考

4 65

期 中 平 均 従 業 員 数

9

74営 業 店 舗 数

番
号

金 額

13

193

218

財務銀行　株式会社　　御中

そ の 他

合 計
3,944

月、 月

業 種 コ ー ド 最 近 決 算 期 1 年 間 の 経 常 収 益

91
百万円

01

3,944

決 算 期 年1回 3 月 年2回

貴社の消費税の経理処理方法

税抜き：１ ○ 税込み：２

経 常 収 益

氏　名

所属部課
カナ

漢字

カナ

漢字

03 -

記 入 担 当 者

3581 - 4111

2.

-

法 人 の 名 称
カナ ザイムギンコウ　カブシキガイシャ

漢字 財務銀行　株式会社

本店又は主たる事務所
の 所 在 地 漢字

法人
番号

チヨダク　　カスミガセキ

8940〒 100
〒 -

 千代田区　　文京区
 霞が関３－１－１　　湯島４－６－１５

電　話

-

5842

03

 ホウジン　タロウ　　　キギョウ　ジロウ 内線

電話

3581

-

1. 法 人 名 、 所 在 地 等

千代田区　霞が関　３－１－１

調査票の記入例

 　100  　8940

　113 　8553

カナ

 法人　太郎　　　企業　次郎 5325

　　　　3214

7013 ソウムブ　　　 ケイリカ　　カイケイセンター

 総務部　 経理課　会計センター 4111

こちらには登
記簿上の所在
地を記入し、連
絡先を記入しな
いでください。

この調査票を実
際に作成した方の
所属部課、氏名及
び電話番号を記入
してください。

消費税の経理処理方法について、該当する
欄に○を記入してください。

紙面による調査票の場合は、１や２の数字で
はなく○を記入してください。

オンラインによる調査票の場合は、１又は２を
入力してください。

当期の決算期末からさかのぼって１年間の
経常収益を記入してください。

（経常利益ではございませんので、ご注意く
ださい。）

その他、特殊事項についてはこちらに記入してくだ
さい。

（例）
・子会社から給与が支給されている出向役員２名あ
り。
・パート職員500名を、正社員の就業時間で換算して
230名とした。
・当社は○月○日に△△株式会社を吸収合併した。
・当社は○月○日に減資を行った。

一致します

一致します

（調査項目に付された番号は、記入要領の番号に対応しています。）

62 「配当金」は、中間配当額を除いた金額を記入
してください。

※資産の各項目や負債及び純資産の各項目を合計した結果、端数の関
係で合計欄の数値と一致しない場合は、資産は⑧「その他資産」、負債及
び純資産は㉕「その他負債」の数字を調整し、各項目の合計額と合計欄
の数値が一致するようにしてください。

常時職員が在籍し営業活動を行っている店舗
の総数を記入してください。なお、営業店舗数に
は本店も含まれるため、必ず１店舗以上になり
ますのでご注意ください。

「行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律」（平成25年法
律第27号）に基づき、国税庁から指定された13
桁の法人番号を記入してください。

各項目の記入要領詳細はP8～「記入上の注意」よりご確認ください。

（記入要領 P9～）

（記入要領 P8）

（記入要領 P13～）

（記入要領 P15～）

（記入要領 P16）

（記入要領 P16～）

（記入要領 P17～）

（記入要領 P18）

繰越利益剰余金は㉝「利益準備金」
には含めずに、㉟「繰越利益剰余金」
に記載してください。

（記入要領 P8～）

特に単位誤り、桁誤りが多い項目なので
注意して記入してください。

年1回決算法人の場合一致します。

減価償却累計額
控除後の計数を記
入してください。

資産合計と各項
目の合計が合わ
ない場合には、こ
こで資産合計と合
うように調整してく
ださい。

負債及び純資産合計と各項目の合計が合
わない場合には、ここで負債及び純資産合
計と合うように調整してください。

特別法により準備金（引当金）計上が強制
されている、金融商品取引責任準備金等に
ついて記入してください。

なお、租税特別措置法上の準備金につい
ては、㉞「積立金」に記入してください。

決算期を記入してください。なお、ここで記入
するのは本決算ですので、四半期決算や中間
決算を含めないでください。

例えば、中間決算が９月、本決算が３月の場
合は、記入例のとおり、年１回の欄に「３」月と
記入することになります。

特に単位誤り、桁誤りが
多い項目なので注意して
記入してください。

給与支給の月平均人員を記入してください。なお、無
給の従業員は人数にカウントしませんので注意してく
ださい。期中平均従業員数の算出方法や出向者の取
扱いについては、記入要領の19～20ページに具体例
を示しましたので、ご確認ください。

役員とは、会社法上の役員（執行役員は含まれませ
ん）を指します。

役員数は、給与を支給した人数を記入してください。
なお、無給の役員は人数にカウントしませんので注意
してください。

連絡先に変更が
あった場合には「本
店の所在地」の欄で
はなく、こちらを訂正
してください。

-7- （銀行業用）
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 経常収益は今回の調査期中の決算期末からさかのぼって１年間の経常収益を記入

してください。年１回決算の法人の場合、合計欄の計数は 「経常収益」と必ず一

致しますので確認してください。 

 なお、法人企業統計調査の業種は、「日本標準産業分類」（平成25年10月改定）

に準拠しています。 

⑶ 消費税の経理処理方法（記入漏れが多い項目なのでご注意ください。） 

 消費税の経理処理方法については、大きく分けて、消費税の額を区分して経理す

る「税抜経理方式」と消費税の額を含めて経理する「税込経理方式」がございます。

本調査の記入に当たっては、決算時において貴社が選択している方法を記入してく

ださい。免税事業者に該当する場合は、税込経理方式を選択してください。 

税抜経理方式の場合で一部税込経理方式を適用している、いわゆる併用方式につ

いては、「経常収益」において適用している経理処理方法を選択してください。 

 また、調査票右上の「税抜き:1」、「税込み:2」の該当する区分欄（空欄部分）

に必ず「○」を記入してください。（オンラインによる調査票の場合は、「１」又

は「２」を入力してください。） 

  

３．資産・負債及び純資産（紙面調査票に印字している内容に誤りや訂正がある場合、赤字で訂正してくだ

さい。） 

 この欄は、前期決算期末（設立１期目の法人は設立時の開始仕訳を記入してくださ

い。開始仕訳については、定款等よりご確認いただけます。）及び当期決算期末の貸

借対照表から作成してください。 

金融資産の評価について時価評価を行った場合は、評価後の金額を記入してくださ

い。 

  投資損失引当金は、各項目から直接控除してください。 

減価償却累計額は、各項目から直接控除してください。 

「資産除去債務に関する会計基準」の適用により計上することとなる除去費用相当

額（固定資産増加額）は、各項目に含めて記入してください。 

｢会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準｣の適用により財務諸表の遡及処

理を行った場合には、遡及処理後の金額を記入してください。 

① 現金預け金等 

  現金には、通貨、金、交換手形小切手、期限到来公社債及びその利札、郵便為替証 

書・郵便振替貯金払出証書、国庫送金通知書並びに株式配当領収書等を含みます。預 

け金には、日本銀行預け金、郵便振替預け金及び同業者への預け金等を含みます。 

② コールローン、買現先勘定等 

  コールローン、買現先勘定、買入手形、買入金銭債権及び債券貸借取引支払保証金 

等について記入してください。 

③ 特定取引資産・商品有価証券 

  特定取引勘定を設置していない場合は、商品有価証券を記入してください。 
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□ 調査票右上の13桁の法人番号は記入しましたか？ 

 

□ 調査票右上の「消費税の経理処理方法」はいずれかに“○”をしましたか？ 

 

□「役員・従業員数」に無給人員が含まれていませんか？ 

  従業員数にはパート職員等も含みますが、パート職員等の人員は人数換算を 

 行いましたか？（19ページ参照） 

 

□ ■、◆の金額はそれぞれ一致していますか？ 

 

 

 

財務総合政策研究所のホームページでは、調査概要や調査結果を公開しておりますので、

ご参照ください。 

 

○ホームページアドレス  

https://www.mof.go.jp/pri/reference/ssc/index.htm 

 

 

 

〇調査の結果 

https://www.mof.go.jp/pri/reference/ssc/results/data.htm#01 

  

 

 

〇法人企業統計からみえる企業の財務指標  

https://www.mof.go.jp/pri/reference/ssc/zaimu/index.htm 

 

 
※財務指標の定義や計算式を分かりやすく紹介するとともに、年次別調査のデータを利用して
これまでの推移をまとめております。 

 

 

お忙しいところ本統計調査にご協力いただき、誠にありがとうございました。 

 

ご 提 出 の 前 に 


